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１．はじめに 

我が国では大規模な地震・津波の発生が懸念されている．港湾は，物流等の機能で水際線を利用するため，

港湾内の大部分の区域が津波・高潮防護ラインの外側に位置するという特性がある．人口，資産等が集中する

港湾及び背後地域は，津波が来襲すると浸水等による「直接被害」だけでなく，港湾機能の低下等による「間

接被害」が広範囲に発生し，社会経済的に大きな影響を及ぼすと考えられる（図-1参照）．そこで，直接被害

だけでなく間接被害をも含めた津波被害の波及過程を整理・予測し，沿岸域における津波災害リスクの計画的

な低減を図る必要がある． 

２．検討の内容 

本検討は，港湾等における津波被害について適

切な減災対策の内容，対策の優先順位等について

検討するため，港湾及び背後地域を対象として，

過去の津波被害事例，類似の沿岸域災害事例等を

もとに，外郭施設，係留施設等の被害，浸水被害，

流出被害及び人的被害の「直接被害」及び物流機

能の低下，人流機能の低下，産業機能の低下等の

「間接被害」の区分に着目して津波被害を抽出・

分類し，それらの時間的・空間的な連関を波及過

程図として整理する．図-2に検討の概要を示す． 

３．過去の津波被害等の概要 

我が国では，過去 100 年間の海岸における津波

波高が 10m 程度を越えた大規模な津波は 6 回，4

～6mを超えた津波を含めると14回発生している．

図-3 に 1964 年新潟地震津波以降の港湾及び背後

地域における主な津波被害をまとめる．これによ

れば，防波堤，護岸堤体等の外郭施設・係留施設が津波による波力を受け

て滑動・転倒する被害が発生している．港湾で上屋（保管商品を含む），

フェリーターミナル，漁業施設，荷役機械等の浸水被害が発生するととも

に，背後地で工場，住居等の浸水被害，場合によっては火災が発生してい

る．原木，漁船，自動車，家屋残骸物（ガレキ），コンテナ，危険物等の

流出被害も発生した．人的被害は，地震による被害を含みかつ港湾だけの

被害ではないが，多い場合で数十人程度の人的被害が発生し，特に港湾工

事従事者及び来訪者多数の被害が発生した事例がある．また，背後地域の

長期浸水，入港禁止等の港湾機能の低下による間接被害も発生した．この

他，台風に伴う高潮災害等の類似した沿岸域災害を参考とし，プレジャー

ボートの流出等の津波により発生すると予測される被害を別途抽出した． 
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図-1 津波被害の波及のイメージ 

図-2 検討の概要 
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図-3 1964 年新潟地震津波以降の港湾及び背後地域における主な津波被害 
４．津波被害の波及過程図 

３．で抽出した項目の時間的・空間的な連関を考慮し，津波被害の波及過程（案）を図-4にまとめた． 
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図-4 港湾及び背後地域における津波被害の波及過程（案） 
５．おわりに 

我が国の港湾の多くは海岸付近の防潮施設外側に位置し，津波からの防護がほとんど考慮されていない．今

後，波及過程図（案）において整理した被害項目の評価手法を検討したうえで，港湾及び背後地域における適

切な津波被害の減災対策，社会経済状況も勘案した対策の優先順位の検討等が必要である．また，港湾の特質，

地形特性等から港湾の全ての機能を完全に防護することは困難であり，人的被害を発生させないことはもちろ

んであるが，防護すべき港湾の機能の選定手法，減災にあたっての官民の役割分担の検討等が重要である． 
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